
障害者支援課

施設支援担当

3302

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

A1
障害者就業・生活支援センター事業費 民生費 障害者福祉費 障害者就業・生活支援等事業費

宣言項目   

分野施策 030730 障害者の自立・生活支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 11,780 11,780 0 76,680

現計額 64,900 32,450 32,450

令和 2年度予算見積調書(6月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

事 業
期 間

平成15年度～ 根 拠
法 令

障害者の雇用の促進等に関する法律第27条、第28条（義務）
障害者総合支援法第2条（義務）

　障害者の就業及びその継続を目的とし、障害者の就業
面及び生活面での支援を一体的に行うため、障害者就業
・生活支援センターを運営する経費の増額を行う。

（１）障害者就業・生活支援センター事業　11,780千円

（１）事業内容
　　　障害者就業・生活支援センターは、障害者の職業生活における自立を促進するため、雇用・保健・福祉・教育等の
　　関係機関と連携して、障害者に対し就業及びこれに伴う日常生活や社会生活上の支援について必要な助言・指導を行
　　い、障害者の雇用の促進及び職業の安定を図る。　
（２）事業計画
　　　県内10か所の障害者就業・生活支援センターで実施する。
（３）補正内容
　　　企業の活動自粛や休業等の影響により、職業生活のリズムが崩れる恐れのある障害者に対する生活支援を強化する
　　ため、障害者就業・生活支援センターの体制強化を図る。

　　　

　国1／2（県1／2)

　交付税単位費用
　　第四節　厚生労働費
　　　第二款　社会福祉費
　　　　４　障害者自立支援費

　9,500千円×0.2人＝1,900千円

補正後の
予算額

― 福祉部 A1 ―
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